
教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提
供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付並び
に地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て
両立支援事業の円滑な実施を確保するための
基本的な指針（平成２６年７月２日内閣府告示第１５９号）

ー 障害福祉関係部分抜粋 ー

参考資料２



第一 子ども・子育て支援の意義に関する事項

法は、障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性

が高い子どもやその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を対象とするものである。この

ことを踏まえ、全ての子どもに対し、身近な地域において、法に基づく給付その他の支援を

可能な限り講じるとともに、関連する諸制度と連携を図り、必要な場合には、これらの子ども

に対する適切な保護及び援助の措置を講じることにより、一人一人の子どもの健やかな育

ちを等しく保障することを目指す必要がある。

第二の一 教育・保育を提供する体制の確保並びに地域子ども・子育て支援事業及
び仕事・子育て両立支援事業の実施に関する基本的考え方

このほか、市町村は、障害児、社会的養護が必要な子ども、貧困状態にある子ども、夜間

の保育が必要な子ども等特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育等を利用できるよ

うにするために必要な配慮を行うとともに、市町村、都道府県及び国は、必要な支援を行うこ

とが求められる。
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第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
一 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項

６ 他の計画との関係
子ども・子育て支援事業計画は、地域福祉計画（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十
五号）第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画及び同法第百八条第一項に規定
する都道府県地域福祉支援計画をいう。）、教育振興基本計画（教育基本法（平成十八年
法律第百二十号）第十七条第二項の規定により市町村又は都道府県が定める教育の振
興のための施策に関する基本的な計画をいう。）、自立促進計画（母子及び父子並びに寡
婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）第十一条第二項第三号に規定する自立促
進計画をいう。以下同じ。）、障害者計画（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）
第十一条第二項に規定する都道府県障害者計画及び同条第三項に規定する市町村障害
者計画をいう。）、児童福祉法第五十六条の四の二第一項に規定する市町村整備計画
（以下「市町村整備計画」という。）その他の法律の規定により市町村又は都道府県が作
成する計画であって、子ども・子育て支援に関する事項を定めるもの並びに放課後子ども
プラン事業計画その他の子ども・子育て支援に関する事項を定める計画との間の調和が
保たれたものとすることが必要である。

なお、他の法律の規定により市町村又は都道府県が作成する計画であって、子ども・子
育て支援事業計画と盛り込む内容が重複するものについては、子ども・子育て支援事業計
画と一体のものとして作成して差し支えない。
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第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項

２ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の
提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項

(二)⑴ 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期

また、市町村は、特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育を利用できるよう、あらか

じめ、関係部局と連携して、地域における特別な支援が必要な子どもの人数等の状況並び

に特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所における特別な支援が必要な子どもの

受入れについて可能な限り把握し、必要な調整を行った上で、教育・保育の提供体制を確

保すること。なお、障害児等特別な支援が必要な子どもが教育・保育を利用する際には、

必要に応じて障害児相談支援等との連携を図るほか、利用手続を行う窓口において、教

育・保育以外の関連施策についても基本的な情報や必要な書類の提供を行うとともに、教

育・保育施設、地域型保育事業を行う者等は、施設の設置、事業の運営に当たり、円滑な

受入れに資するような配慮を行うことが望ましい。
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第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意的記載事項

２ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う
施策との連携に関する事項
（三） 障害施策の充実等

障害の 原因と なる 疾病及び事 故の 予防、早期 発見並びに 治療の 推進を 図る ため、
妊婦及び乳幼児に対する健康診査並びに学校における健康診断等を推進するこ
とが必要である。
また、障害児等特別な支援が必要な子どもの健全な発達を支援し、身近な地域
で安心して生活できるようにする観点から、自立支援医療（育成医療）の給付のほ
か、年 齢や障 害等に 応じた専門的な 医療や療育の提供が 必要 である 。また、保 健、
医療、福祉、教育等の各種施策の円滑な連携により、在宅支援の充実、就学支援
を含めた教育支援体制の整備等の一貫した総合的な取組を推進するとともに、児
童発達支援センター等による地域支援・専門的支援の強化や保育所等訪問支援
の活用を通して地域の障害児等特別な支援が必要な子どもとその家族等に対す
る支援の充実に努めることが必要である。
さらに、自閉症、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）等の発達障害
を含む障害のある子どもについては、障害の状態に応じて、その可能性を最大限
に伸ばし、当該子どもが自立し、社会参加をするために必要な力を培うため、幼稚
園教諭、保育士等の資質や専門性の向上を図るとともに、専門家等の協力も得な
が ら一 人一 人の 希望に 応じた適切な教育上必要な支援等を行う ことが 必要 である 。
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そのためには、乳幼児期を含め早期からの教育相談や就学相談を行うことにより、本人

や保護者に十分な情報を提供するとともに、認定こども園、幼稚園、保育所、小学校、特

別支援学校等において、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について共通

理解を深めることにより、保護者の障害受容及びその後の円滑な支援につなげていくこ

とが重要である。

また、本人及び保護者と市町村、教育委員会、学校等とが、教育上必要な支援等につ

いて合意形成を図ることが求められる。

特に発達障害については、社会的な理解が十分になされていないことから、適切な情

報の周知も必要であり、さらに家族が適切な子育てを行えるよう家族への支援を行うな

ど、発達障害者支援センターとの連携を密にしながら、支援体制整備を行うことが必要

である。

特定教育・保育施設、特定地域型保育事業を行う者、放課後児童健全育成事業を行う

者等は、障害児等特別な支援が必要な子どもの受入れを推進するとともに、受入れに当

たっては、各関係機関との連携を図ることが必要である。
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第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的記載事項

５ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策の実施に関する事
項並びにその円滑な実施を図るために必要な市町村との連携に関する事項

(二) 社会的養護体制の充実

社会的養護の体制整備については、虐待を受けた子ども、障害児等特別な支援が必要な

子ども、ＤＶ被害の母子等の増加に対応して、質・量ともに充実を図る必要がある。このた

め、社会的養護は、できる限り家庭的な養育環境で行われることを目指し、原則として家

庭養護（里親及び小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）（以下「里親等」という。）

における養護をいう。）を優先するとともに、施設養護（児童養護施設、乳児院等における

養護をいう。）もできる限り家庭的な養育環境の形態としていく必要がある。具体的には、

今後十五年で、社会的養護の形態（児童養護施設、乳児院及び里親等に限る。）につい

て、全ての本体施設を小規模グループケア化するとともに、本体施設、グループホーム

（地域小規模児童養護施設及び分園型小規模グループケアをいう。以下（二）において同

じ。）及び里親等をおおむね三分の一ずつの割合にしていくことを目標として必要事業量

を設定するとともに、次の基本的な方向性に沿って社会的養護体制の整備を計画的に推

進し、質の高いケアを目指す。
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第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する事項
四 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成に関する基本的記載事項

５ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策の実施に関する事項
並びにその円滑な実施を図るために必要な市町村との連携に関する事項

(四) 障害児施策の充実等

障害 児等 特別な支援が 必要な子どもに 対して 、市町村における保 健、医療、福祉、
教育等の各種施策が体系的かつ円滑に実施されるよう、都道府県は専門的かつ
広域的な観点からの支援を行うとともに、障害に応じた専門医療機関の確保等を
通じ、適切な医療を提供するほか、教育支援体制の整備を図る等の総合的な取
組を進めることが必要である。
また、障害児入所施設については、小規模グループケアの推進、身近な地域で
の支援の提供、本体施設の専門機能強化を進めることが望ましい。
発達障害については、社会的な理解が十分なされていないことから適切な情報
の周知も必要である。発達障害者支援センターについては、関係機関及び保護
者に 対する専門的 情報の提供及び支援 手法の 普及が 必要にな って いる こと から、
職員の専門性を十分確保するとともに、専門的情報及び支援手法の提供を推進
することが必要である。また、特別支援学校については、特別支援教育教諭免許
状保有率の向上を図る等専門性の向上に努めるとともに、在籍する子どもへの教
育や指導に加えて、幼稚園、小中学校等の教員の資質向上策への支援及び協
力、地域の保護者等への相談支援並びに幼稚園、小中学校等における障害のあ
る子どもへの教育的支援を行うことが必要である。 ７



第四 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする
児童の福祉増進のための施策との連携に関する事項

市町村は、社会的養護施策等の対象となる要保護児童、障害児等特別な支援が必要な子

ども等を含めた地域の子ども・子育て家庭全体を対象として、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の基盤整備を行う。一方で、都道府県は、児童福祉法に基づき児童相談

所の設置及び児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター等の設置認可を行

うとともに、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき自立促進計画に基づく施策を行うな

ど、要保護児童、障害児等特別な支援が必要な子ども等に係る専門性が高い施策を担う。

このため、都道府県における必要な基盤整備を確保するとともに、市町村が第三の三の２

により市町村子ども・子育て支援事業計画に定めた事項及び都道府県が第三の四の５によ

り都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に定めた事項を踏まえ、市町村と都道府県が

行うこれらの施策の連携を確保し、支援を必要とする家庭に必要な支援が届くようにする必

要がある。
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